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要  請  書 
 

 一般社団法人秋田県農業会議は、農業委員会等に関する法律第 53

条第 1 項の規定に基づき、各農業委員会から意見の提出のありまし

た事項を、①農業構造転換の実現に向けた施策の実行②水田・米政

策の新たな展開③農村を担う者の確保と経営支援④所有者不明農地

対策の推進⑤農村政策等の強化⑥「地域計画」の実行に向けた支援

⑦農業委員会組織の予算確保と体制整備に対する支援、の７つの項

目に整理し、「力強い農業構造への転換を推し進めるための政策提案」

として取りまとめました。 

 つきましては、次の通り要請いたしますので、その実現につき格

段のご配慮とご尽力を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 
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秋田県秋田市山王四丁目１－２ 
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『力強い農業構造への転換を推し進めるための政策提案』 

 

 食料安全保障の確立や食料自給力の確保等に向け、政府は、令和７年４月

に「食料・農業・農村基本計画」を閣議決定し、その実現に向け初動の５年

間を「農業構造転換集中対策期間」として位置付け、様々な対策を打ち出し

ています。  

本提案は、農地利用の最適化活動をベースに地域計画の実現に向け精力的

に取り組む農業委員等の日常活動を踏まえ、現在展開されている各種施策や

事業に関する意見を取りまとめたものです。 

これらの意見が令和９年度予算や今後の施策へ反映されますよう、お力添

えをお願い致します。 

 

 

１．農業構造転換の実現に向けた施策の実行 
（１）構造転換実現に向けた予算の安定的な確保 

   食料・農業・農村基本計画を真に実効性のあるものとするため農業構造転換

集中期間に別枠で措置される予算を十分に確保し、農業現場における持続的な

生産性・収益性の向上や物流の効率化等を引き続き強力に支援すること。また、

資材費・人件費高騰等の影響が生じた際には、それを反映させた予算とするこ

と。 

 

（２）食料システム法の周知と実効性の担保 

   合理的な価格の形成に向けて、客観的かつ透明性の高いコスト指標を作成し

対象品目の拡大を図りつつ、早期に実効性を確保すること。 

また、消費者に対して制度の周知を図るととともに、合理的な価格形成に向

けた理解の醸成と、国産農畜産物の消費拡大に向けた行動を促すための情報発

信を強力に展開すること。 

 

（３）農業生産資材等高騰対策の充実  

   肥料・飼料や農機具等は今後も価格の高騰や高止まりが続くことが懸念され

るため、安定的に農業経営が継続できるよう、激変緩和にとどまらない農業生

産資材や物流コストの高騰対策を継続・拡充して講じること。 

 



 
 

（４）農業農村整備対策の促進  

   ほ場の大区画化や排水対策、老朽化した農業用水利施設の更新は、国土の強

靭化やスマート農業技術の導入促進にも欠かせないことから、近年の物価の動

向も踏まえつつ十分な予算を確実に確保し、その取組を一層加速させること。 

   また、ほ場整備事業の実施にあたっては、高収益作物への転換や収益性の向

上が採択要件となっているが、中山間地域等では担い手不足が急速に進んでお

り、高収益作物の生産が困難な地域も多くあることから、大豆、麦類に加え飼

料用作物の生産なども対象とするなど、地域の実態に合った取組でも採択され

るよう要件を見直すこと。  

 

 

２．水田・米政策の新たな展開 

（１）「需要に応じた生産」の実現 

主食用米の安定供給に欠かせない「需要に応じた生産」を確かなものにする

ため、生産や消費の実態を考慮した、より精度の高い需給予測に基づく生産・

供給体制を実現し、再生産可能な米価水準の維持に努めること。 

 

（２）「水田活用の直接支払い交付金」の見直し 

   令和９年度から運用が開始される新たな「水田活用の直接支払い交付金」

では、生産性の向上に向けて、面積当たりの収量が増えれば助成単価を上げ

る仕組みに転換することになっているが、その支援単価や要件設定にあたっ

ては、生産コストの上昇や条件不利地も配慮するなど、現場実態を踏まえた

ものとするとともに十分な予算を確保すること。 

                                                                    

（３）備蓄米の在り方の検討 

政府備蓄米について食料安全保障の観点から適正水準（100 万トン）の速や

かな確保に努めるとともに、政府備蓄を補完する民間備蓄制度も含め、放出と

買入の発動基準を明確化し生産量や流通在庫のより的確な把握に努めること。 

加えて、ＭＡ米については、国産米の需給に影響を与えないよう、更なる輸

入拡大を行わないこと。 

 

 

 

 



 
 

３．農業・農村を担う者の確保と経営支援 

（１）スマート農業機械・設備導入に対する支援の拡充 

スマート農業の導入により作業の効率化・省力化を進め、担い手やサービス

事業体の確保・育成に結び付けていくことが重要であることから、現場導入の

ための環境整備を支援するとともに、導入にあたっての負担軽減措置を講ずる

こと。 

また、スマート農業機械等の低価格化を引き続き推進するとともに、特に中

山間地域の中小規模農家の作業負担軽減のためのスマート機械導入についても

支援すること。 

 

（２）新規就農に係る予算の確保と拡充  

「新規就農育成総合対策」における「就農準備資金」「経営開始資金」「青年

等就農資金」「雇用就農資金」は、新規就農者の確保・育成に効果が高いことか

ら、希望者が確実に利用できるよう引き続き十分な予算を確保すること。 

   また、農地取得や移住・定住の促進を併せて支援するとともに、雇用就農資

金の年齢要件については、健康寿命の延伸や高齢者の活躍の観点を踏まえ、幅

広い階層から新規就農者を確保するため、現行の 49 歳以下から引き上げるこ

と。 

 

 

４．所有者不明農地対策の推進 

（１）圃場整備事業における相続未登記農地、土地持ち非農家の農地対策の充実 

相続登記の義務化について制度内容を周知するとともに、圃場整備事業を円

滑に進めるため、実施区域に未相続農地があっても、所在が判明している相続

人の同意があれば事業実施できるよう、運用を緩和すること。 

 

（２）所有者不明農地の長期管理者による所有権取得の検討 

所有者不明農地制度をさらに進め、長期間農地を管理し固定資産税を納税し

ている者が所有権を原始取得できる制度等を検討すること。 

 

 

 

 

 



 
 

５．農村政策等の強化 

（１）有害鳥獣被害対策の強化  

   有害鳥獣の個体数管理を推進し被害軽減を図るため、県及び市町村が実施す

る出没抑制対策や緊急銃猟などの取組を迅速かつ効果的に実施できるよう、「指

定管理鳥獣対策事業交付金」および「鳥獣被害防止総合対策交付金」の十分な

予算を確保するとともに、弾力的に運用※が出来るようにすること。 

※「弾力的な運用」…年度をまたぐ期間の実施、被害発生時点に遡及しての執行、

所有者不明土地の放任果樹伐採手続きの簡素化 など 

 

（２）中山間地域直接支払い交付金の見直し 

   中山間地域直接支払い交付金の見直しにあたっては、条件不利地域の実態を

踏まえ、より多くの条件不利地が対象となるよう改善するとともに、それに必

要な予算を十分に確保すること。 

 

（３）雪害からの早期復旧と災害に強い産地づくりへの支援  

県北地域を中心に令和８年１月中旬に発生した雪害では、果樹の樹体裂傷や

生産施設等に甚大な被害が発生したことから、早期の復旧と未収益期間におけ

る経営を支援するため、「果樹経営支援対策事業」等予算を十分確保するとと

もに、災害に強い産地づくりを支援すること。 

 
 

６．「地域計画」の実行に向けた支援 

（１）農地転用における地域計画変更の運用改善 

地域計画内の農地転用について、地域計画の達成に支障がないと市町村や関

係機関が認めた場合には、計画変更を転用後に行えるよう手続の簡素化等の運

用改善を図ること。 

 

（２）農用地利用集積等促進計画の運用の改善 

   農地の権利設定が「農用地利用集積等促進計画」に一本化されたことを踏ま

え、農地中間管理機構や農業委員会における事務手続きの渋滞が見受けられる

ことから、事務手続きの簡素化、迅速化を実現する制度改正や体制整備を早急

に行うこと。 

 

  



 
 

（３）手数料徴収不要となる事務費助成 

農地中間管理事業を一層推進するため、現在、農地の貸し手と借り手双方か

ら徴収している手数料相当額について、国が助成する仕組みを検討すること。 

 

 

７．農業委員会組織の予算確保と体制整備に対する支援 

（１）農業委員会業務の見直しと事務局体制の整備 

農業委員会は年々業務が増加している一方で、事務局の人員体制が不足して

いる。 

このため、農業委員会の業務を見直し、各種制度に精通した専門的知識を有

する職員や会計年度職員の採用も含めた人員体制を確保するとともに、農業委

員会ネットワーク機構である都道府県農業会議等への業務委託等のため十分な

予算を措置すること。 

 

（２）農業委員と農地利用最適化推進委員の併存配置の見直し 

   地域計画の実行という地域の要請と期待に応えられるよう、権能の異なる農

業委員と農地利用最適化推進委員の併存配置について、現在の両委員の総数を

減ずることなく一体化を図る見直しを早急に実現すること。 

 


